
認定事業適応法人の欠損金額等の控除の特例に関する明細書（第６号様式別表９の２）記載の手引 

(令和５年改正) 

 

１ この明細書の用途等 

(1) この明細書は、地方税法（以下「法」といいます｡）第 72条の 23第 1項の規定によりその例によるものとされ

る地方税法施行令の一部を改正する政令（令和５年政令第 132 号）による改正前の地方税法施行令第 20条の３の

規定による読替え後の所得税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第３号）第 10条の規定による改正前の租

税特別措置法第 66条の 11の４第 1項又は地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）附則第１条

第５号に掲げる規定による改正前の法（以下「令和２年旧法」といいます。）第 72条の 23第１項若しくは第４項

の規定によりその例によるものとされる地方税法施行令の一部を改正する政令（令和２年政令第 264 号）による

改正前の地方税法施行令（以下「令和２年旧政令」といいます。）第 20条の３第１項若しくは第２項の規定によ

る読替え後の所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号。以下「令和２年所得税法等改正法」とい

います。）第 16条の規定による改正前の租税特別措置法第 66条の 11の４第１項の規定の適用を受ける法人が記

載し、第６号様式別表９に併せて提出してください。 

(2) 本都内に恒久的施設を有する外国法人については、法人税法第 141 条第１号イに掲げる国内源泉所得に係る所

得の金額及び同号ロに掲げる国内源泉所得に係る所得の金額の計算の別を明らかにして記載してください。 

(3) 法第 72条の２第１項第１号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とを併せて行う法人（同項第１号ロに掲げ

る法人に限ります。）にあっては、それぞれの事業に係る欠損金額等の計算の別を明らかにして記載し、それぞれ

の事業ごとに提出してください。 

(4) この明細書には、租税特別措置法施行規則等の一部を改正する省令（令和５年財務省令第 19号）第１条の規定

による改正前の租税特別措置法施行規則第 22条の 12の２第２項に規定する適合証明書の写しを添付して提出し

てください。 

 

２ 各欄の記載のしかた 

欄 記 載 の し か た 

１ 「 

法第 72条の２第１項    に掲げる事業 

                      」 

事業の区分に応じて「第１号」と「第３号」のいずれかを○印で囲んでく

ださい。 

２ 「投資の額の累計額③」  次に掲げる法人の区分ごとに、それぞれ次に定める金額を記載してくだ

さい。 

(1) 通算法人及び連結申告法人以外の法人 法人税の明細書（別表７(1)

付表５）の３の欄の金額 

(2) 通算法人 法人税の明細書（別表７(2)付表５）の４の欄の金額 

(3) 連結申告法人 法人税の明細書（別表７の２付表６）の６の欄の金額 

３ 「特例対象控除未済欠損金額等 

（別表９の③） ⑦」 

 

 

(1) 当該事業年度以前の事業年度において法第72条の 23第1項の規定に

よりその例によるものとされる法人税法第 57 条第２項又は令和２年旧

法第72条の23第１項若しくは第４項の規定によりその例によるものと

される令和２年旧政令第 20 条の３第１項若しくは第２項の規定による

読替え後の令和２年所得税法等改正法第３条の規定（令和２年所得税法

等改正法附則第１条第５号ロに掲げる改正規定に限ります。）による改

正前の法人税法（以下「令和２年旧法人税法」といいます。）第 57条第

２項の規定の適用を受ける又は受けた場合には、第６号様式別表９の③

の欄の金額からこれらの規定により欠損金額等とみなされた金額を控

除した金額を記載してください。 

(2) 法人税法第 58 条の規定の適用がある欠損金額及び令和２年旧法人税

法第 58 条第１項に規定する災害損失欠損金額は、記載しないでくださ

い。 
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